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区 分

一般会計 66,572 66,343 7,530

〇事業費計 8,805 8,555 7,530

スマート農業総合推進対策事業 1,500 1,359

農林水産研究推進事業 2,293 2,150 ー

「知」の集積と活用の場によるイノベーションの創出 4,094 4,151 ー

イノベーション創出強化研究推進事業 3,853 3,907

「知」の集積による産学連携推進事業 241 244

そ の 他 の 事 業 919 895 ー
国益に直結した国際連携の推進に要する経費 143 139

安全な農畜水産物安定供給のための包括的ﾚｷﾞｭﾗﾄﾘｰｻｲｴﾝｽ研究推進事業 635 615

〇独法運営費交付金等 53,720 53,795
(スマート実証、「知」の集積に係る事業費を除き施設整備費を含む)

〇その他 4,047 3,994 ー

復興特会 960 674 ー

農林水産分野の先端技術展開事業 － 674 ー

(単位：百万円)

1 農林水産技術会議事務局 令和２年度補正予算・令和３年度予算の概要
（１）総括表

１

令和３年度
予算額

※１

令和２年度
予算額

※１：労働力不足の解消に向けたスマート農業実証 ※２：スマート農業技術の開発・実証プロジェクト

※３：栽培試験等を行う種苗管理施設の整備（農研機構）として計上

（第１次）

1,050
（第３次）

6,200

令和２年度
補正予算額

※２

※３（第３次）

280



（２）農林水産技術会議事務局 令和２年度補正予算・令和３年度予算の重点事項

スマート農業とイノベーション創出・技術開発の推進

スマート農業総合推進対策事業 【1,359（1,500）百万円】

※スマート農業技術の開発・実証プロジェクト 【令和２年度第３次補正予算 6,200百万円】

農林水産研究推進事業 【2,150（2,293）百万円】

「知」の集積と活用の場によるイノベーションの創出

○ 「知」の集積と活用の場として、農林水産分野に様々な分野の知識・技術等を結集し、革新的な技術を生み出して商品化・
事業化につなげる産学官連携研究を支援

○ 農業・食品産業分野において大きな成長が期待されるベンチャー企業（新興企業）等が行う、農業支援につながる新技術、
フードテック（食とＩＣＴの融合等）等の研究開発から事業化までを総合的に支援

【4,151（4,094）百万円】

○ 先端技術の現場への導入・実証や、地域での戦略づくりの推進、スマート農業教育の充実、農業データ連携基盤（ＷＡＧＲＩ）

の活用促進のための環境の整備等を総合的に支援

（令和２年度補正）

・先端技術を活用した生産性の高い生産基盤を構築するため、輸出重点品目の生産拡大、シェアリング（共同利用）等の導入・
実証を支援
・スマート農機の開発、海外の需要に対応した栽培技術・品種の開発等を支援

○ 農林水産業・食品産業の持続性を高めるため、農林漁業者等の需要、気候変動といった新たな課題、バイオ技術を活用し
たイノベーション（技術革新）等に対応する研究を国主導で効果的に推進

２

農林水産分野の先端技術展開事業 【674（-）百万円】

○ 福島イノベーション・コースト構想に基づき、福島県沿岸での先端技術の開発、実証研究、社会実装を実施



【令和３年度予算額 1,359（1,500）百万円】
（令和２年度第３次補正予算額 6,200百万円の内数）

＜対策のポイント＞
スマート農業の社会実装を加速するため、先端技術の現場への導入・実証や、地域での戦略づくり、科学的データに基づく土づくり、教育の推進、農業デー

タ連携基盤（ＷＡＧＲＩ）の活用促進等の環境整備の取組を支援します。

＜政策目標＞
農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践［令和７年まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．スマート農業加速化実証プロジェクト
先端技術を活用したスマート農業技術を生産現場に導入し、テーマに基づく現場
実証や情報提供・経営分析等を実施します。

２．スマート農業普及のための環境整備

① 農林水産データ管理・活用基盤強化
農業データの連携・共有やＷＡＧＲＩ活用促進のための環境整備を支援します。

② 農林水産業におけるロボット技術安全性確保策検討
ロボット農機の現場導入に向けた、安全性確保のルールづくり等を支援します。

③ 次世代につなぐ営農体系確立支援
新たな営農体系の戦略づくり､データ駆動型農業の実践･展開を支援します。

④ データ駆動型土づくり推進
科学的データに基づく土づくりのため土壌診断データベースの構築等を支援します。

⑤ スマート農業教育推進
農業大学校等の授業で活用できる教育コンテンツ提供等を実施します。

⑥ スマートグリーンハウス先駆的開拓推進
国内外を問わず、スマート技術も駆使した施設園芸の先駆的開拓を支援します。

＜事業の流れ＞

国

（国研）農業・食品産業
技術総合研究機構 民間団体等

交付（定額） 委託
（１の事業）

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究推進課（03-3502-7462）

定額、1/2

民間団体等
委託

民間団体等

民間団体等
定額

都道府県

定額

（２⑤の事業）

（２①②③⑥の事業）

（２④の事業）
定額、1/2

協議会 （２③の事業）

産地の戦略・体制づくり

農業者

普及組織

その他関係機関自治体

民間企業

技
術
開
発
・
実
証

実
装
・
普
及
に
向
け
た
環
境
整
備

スマート農業加速化実証プロジェクト

農業データの活用促進ロボット技術の安全性確保

安全性確保
ガイドライン

リスクアセスメントの実施 ガイドライン等へ反映

科学的データに基づく土づくりの推進

土壌診断の実施と
データベース構築生物性評価の検証

スマート農業教育の推進
共通カリキュラム作成

迅速な生育センシング

農機

営農管理ソフト

データ連携に向けた
環境整備

AI解析による可変防除
ローカル5Gを活用した

遠隔営農指導

WAGRI

スマート農業の社会実装・実践

AI

スマートグリーンハウス先駆的開拓推進

２ スマート農業の推進
（１）スマート農業総合推進対策事業

３



（２）スマート農業技術の開発・実証プロジェクト

＜対策のポイント＞
国際競争力の強化に向け、ロボット・AI･IoT等の先端技術を活用した「スマート農業」をテーマに基づき現場に導入・実証し、拡大する海外の食料市場への

対応や国内の食料生産基盤の強靱化等に資するスマート農業技術の開発・実証を行います。

＜政策目標＞
農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践［2025年まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

先端技術を活用して持続可能な生産基盤を構築するため、輸出重点品目の
生産拡大やシェアリング等の新たな農業支援サービスなどのテーマに基づいた実証、
国内外のニーズに応え、持続可能で国際競争力の高い生産基盤の構築を見据えた
スマート農業技術の開発・実証を実施します。

【実証テーマ】
① 海外ニーズに合わせた輸出重点品目等の生産・出荷体制の構築
② シェアリング等の新たな農業支援サービスの活用
③ 需要変化対応や、生産・消費の連携等のスマート商流の実現
④ 「新しい生活様式」に対応したリモート化・超省力化
⑤ 強靱で持続可能な地域農業の構築

併せて、スマート農業と連携しつつ、海外ニーズに対応した栽培技術・品種開発等
を実施します。

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］農林水産省技術会議事務局研究推進課（03-3502-7437）

（国研）農業・食品産
業技術総合研究機構

国 民間団体等

交付（定額） 委託

テーマに基づいたスマート農業技術の実証イメージ

【リモート化】

データ

A県 B県

【輸 出】

収穫後の運搬・出荷時の自動積載

長距離輸送に対応した生産・出荷技術

シェアリング等により、保有機の
稼働率を向上しつつコスト低減

【新たな農業支援サービス】

【スマート商流】

店舗からの情報を先取りし、
予測モデルによる生産・流通の最適化

「スマート農業」の社会実装を加速化

【令和２年度第３次補正予算額 6,200百万円】

４



［お問い合わせ先］
１(１) ①の事業 経営局経営政策課担い手総合対策室 （03-6744-2148）

②の事業 生産局技術普及課 （03-6744-2111）
２(１)の事業 農村振興局農地資源課 （03-6744-2207）

農村振興局設計課 （03-6744-2198）
(２)の事業 農村振興局地域整備課 （03-6744-2209）

３の事業 生産局技術普及課 （03-3501-3769）

１ スマート農機の導入等

３ 普及・指導に関する支援

協同農業普及事業交付金
【令和３年度予算額 2,431百万円】

普及指導員による農業者への直接的な技術・経営支援を行うとともに、
担い手のニーズに即した開発技術の迅速な社会実装を支援します。

（１）強い農業・担い手づくり総合支援交付金

【令和３年度予算額 16,214百万円の内数】

・助成対象：農業用機械・施設（耐用年数5～20年）
・補助率：融資残額（事業費の３/10以内）等
・上限額：300万円等

２ 基盤整備・通信環境整備

①地域担い手育成支援タイプ

農業者の経営基盤の確立や更なる発展に向けた農業用機械・施設の導入
を支援します。特に、労働力不足等の課題に対応するロボット技術・ICT機
械等の導入について、優先枠を設定します。

（参考） 新たな農業支援サービスの育成・普及に関する事業
農業支援サービス事業育成対策

【令和３年度予算額 95百万円】

５

農業支援サービス事業体の新規参入・既存事業者による新たなサービス事
業の育成・普及を加速化するため、新規事業立ち上げ当初のビジネス確立等
を支援します。

・助成対象：農業用機械等
・補助率 ：1/2以内
・上限額 ：1,500万円

②農業支援サービス事業支援タイプ

農業支援サービス事業の育成に必要な農業用機械等のリース導入・取得
等を支援します。

（３） スマート農業の社会実装に向けた関連事業

(１) スマート農業に適した農業農村整備の推進
【令和３年度予算額（国営農地再編整備事業）37,362百万円の内数

（農業競争力強化農地整備事業） 68,045百万円の内数
（農地中間管理機構関連農地整備事業） 68,045百万円の内数

（農地耕作条件改善事業） 24,790百万円の内数
（情報化施工技術調査）160百万円】

(２) 農業農村の情報通信環境の整備
【令和３年度予算額

（農山漁村振興交付金のうち情報通信環境整備対策）9,805百万円の内数
（土地改良施設情報基盤整備推進調査）50百万円】

農業農村インフラの管理の省力化・高度化を図るとともに、地域活性化やス
マート農業の実装を促進するための情報通信環境の整備を支援します。

自動走行に適した農地の大区画化・汎用化等の基盤整備やGNSS
（衛星測位システム）基地局の設置、情報化施工により得られる３次
元座標データの自動走行農機等への活用に係る調査を実施・支援します。



※各ブロックの品目毎の（ ）内の数字は、左から令和元年度採択地区数、
令和２年度採択地区数、令和２年度（緊急経済対策）採択地区数である。

（2020年９月現在）

R1年度採択 69地区
R2年度採択 55地区
R2年度採択（緊急経済対策） 24地区

水田作 ２（２､ ―、－）
畑作 ４（２、１、１）
露地野菜 ２（－、２、－）
施設園芸 ０（－、－、－）
畜産 ４（１、１、２）
５Ｇ １（０、１、０）
合計 13（５、５、３）

（青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島）

水田作 ７（５、２、－）
畑作 １（－、１、－）
露地野菜 ４（３、－、１）
施設園芸 １（－、－、１）
花き ２（１、１、－）
果樹 ３（１、１、１）
合計 18（10、５、３）

茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、
東京、神奈川、山梨、長野、静岡

水田作 ５（４、１、－）
畑作 １（－、１、－）
露地野菜 ８（２、２、４）
施設園芸 ４（２、２、－）
果樹 ４（２、１、１）
茶 １（１、－、－）
畜産 ２（１、１、－）
５Ｇ １（０、１、０）
合計 26（12、９、５）

（新潟、富山、石川、福井）

水田作 ９（８、１、－）
畑作 ２（－、２、－）
露地野菜 ３（－、３、－）
果樹 １（－、１、－）
畜産 ２（－、１、１）
合計 17（８、８、１）

（岐阜、愛知、三重）

水田作 ３（１、２、－）
露地野菜 １（－、－、１）
施設園芸 ２（１、１、－）
花き １（－、１、－）
果樹 １（１、－、－）
合計 ８（３、４、１）

福岡、佐賀、長崎、熊本、
大分、宮崎、鹿児島、沖縄

水田作 ６（２、３、１）
畑作 ５（３、２、－）
露地野菜 ６（３、２、１）
施設園芸 ９（５、３、１）
果樹 ２（１、１、－）
茶 １（１、－、－）
畜産 ４（１、２、１）
５Ｇ １（０、１、０）
合計 34（16、14、４）

滋賀、京都、大阪、兵庫、
奈良、和歌山

水田作 ４（３、１、－）
露地野菜 １（－、－、１）
果樹 ６（２、２、２）
茶 １（－、１、－）
合計 12（５、４、３）

北陸

関東甲信・静岡

東北

北海道

鳥取、島根、岡山、広島、山口、
徳島、香川、愛媛、高知

水田作 ６（５、１、－）
畑作 １（１、－、－）
露地野菜 ６（２、３、１）
施設園芸 １（－、－、１）
果樹 ５（２、２、１）
畜産 １（－、－、１）
合計 20（10、６、４）

九州・沖縄

近畿

中国・四国

東海

【参考】スマート農業実証プロジェクト 採択数一覧

６



【参考】スマート農業について

① 作業の自動化
ロボットトラクタ、スマホで操作する水田の水管理システムなど
の活用により、作業を自動化し人手を省くことが可能に

② 情報共有の簡易化
位置情報と連動した経営管理アプリの活用により、
作業の記録をデジタル化・自動化し、熟練者でなくても
生産活動の主体になることが可能に

③ データの活用
ドローン・衛星によるセンシングデータや気象データの
AI解析により、農作物の生育や病虫害を予測し、
高度な農業経営が可能に

「農業」×「先端技術」=「スマート農業」

スマート農業の効果

「スマート農業」とは、「ロボット、AI、IoTなど先端技術を活用する農業」のこと。

「生産現場の課題を先端技術で解決する！農業分野におけるSociety5.0※の実現」
※Society5.0：政府が提唱する、テクノロジーが進化した未来社会の姿

スマート農業をデータ面から支えるプラットフォーム。生産から加工・流通・消費・輸出※に至るデータを連携。

農業データ連携基盤（WAGRI）

※内閣府 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「スマートバイオ産業・農業基盤技術」において、WAGRIの機能を拡張したスマートフードチェーンシステムを開発中

７

農林水産省WEBサイト
「スマート農業」はこちら



【令和３年度予算額 2,150（2,293）百万円】

＜対策のポイント＞
農林水産業・食品産業の持続性を高めるため、農林漁業者等のニーズ、気候変動といった新たな課題、バイオ技術を活用したイノベーション創出等に対応

する研究開発を国主導で推進します。また、研究成果の社会実装に向け、国際標準化を見据えた知財マネジメント等の研究開発環境の整備を実施します。

＜事業目標＞
○ 重要課題に対応する技術を開発し、農林漁業者等がその開発された技術を実践［令和７年度まで］
○ 海外・異分野の技術開発動向を踏まえた研究開発と効果的な知財マネジメントにより、農林水産業・食品産業にイノベーションを創出［令和７年度まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．研究開発

ポストコロナ社会を見据え、農林水産業・食品産業の持続性を高めるため、

国主導で実施すべき重要な研究分野について、戦略的な研究開発を推進します。

① 現場ニーズ対応型研究

② 革新的環境研究

③ アグリバイオ研究

④ 人工知能未来農業創造研究

２．環境整備

研究開発と成果の社会実装を効果的に行えるよう、国際標準化を見据えた

知財マネジメントや最新の研究開発動向の調査等の環境整備を行います。

① 知財マネジメント強化

② 海外・異分野動向調査

③ アウトリーチ活動強化

＜事業の流れ＞

国 民間団体等（※）

委託

※ 公設試・大学を含む。 ［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究企画課（03-3501-4609）

現場ニーズ対応型研究

革新的環境研究

GHG削減と農業生産等が
両立する最適な技術を確立

アグリバイオ研究

人工知能未来農業創造研究

海外・異分野動向調査

知財マネジメント強化

アウトリーチ活動強化

連携研究開発 環境整備

農林漁業者等のニーズを踏まえ、
実装までを視野に入れた研究
開発を推進

地域の特性に応じた最適な
気候変動緩和等の技術や、
林木の効率的育種技術の
開発等を推進 海外・異分野の

最新の研究開発
動向調査や
シンポジウムを実施

ゲノム編集技術
等の社会実装に
向けた双方向
コミュニケーション
等を実施

（例）

（例）

（例）

（例）

宇宙分野も含む
最先端技術の動向を調査

専門家による
アウトリーチ活動

知財マネジメントの
高度化のため、
国際標準化を含む
知財相談対応、
マニュアル整備等を
実施

専門家による相談対応や
マニュアル整備

日本の農産物の免疫機能等へ
の効果検証や、ゲノム情報等を
活用した新たな育種技術の開
発等を推進

人工知能(AI)やIoT等を活用
した病害虫早期診断技術等の
開発を推進

AI

AIを活用した早期診断、リスク
分析による防除対策情報の提供

濃厚飼料の安定貯蔵・供給システム、
イネ科強害雑草防除技術等の開発

免疫機能への効果が期待される
日本の農産物のエビデンスを取得

３ イノベーション・技術開発の推進
（１）農林水産研究推進事業

８



【参考】 現場ニーズ対応型研究（新規課題）

①AI画像解析等による次世代穀粒判別器
の開発

＜主な研究内容＞

【期待される効果】
等級のみではない実需者ニーズに応じた米取引の実現、
海外日本食レストラン向け米輸出が1万t増加。

◆穀粒判別器が取得する
米の画像・検査データを
農業データ連携基盤
(WAGRI)等に蓄積。

◆AI画像診断等を活用
し、精米歩留り等が予
測可能な次世代穀粒
判別器を開発。

目視による等級検査で
は、コメの特徴を定量
的に把握できない。

＜生産現場の課題＞

着色粒死米 胴割粒 砕 粒
検査員の目視で
４等級に総合判定

⑥管理優先度の高い森林の抽出と
管理技術の開発

＜主な研究内容＞

【期待される効果】
私有人工林の半分（約310万ha）を集積・集約化
し、森林経営管理制度による適切な森づくりを実現。

◆森林経営管理制度に
おいて、市町村が災害
リスク等を踏まえた森
林管理優先度を評価
する技術を開発。

◆山地災害に強い森づく
りを誘導する森林誘導
技術マニュアルを作成。

森林への関心が薄れ、
適切に経営管理されず
災害に弱い森林が発生。

＜生産現場の課題＞

手入れ不足の過密林分の風倒被害

④ため池の適正な維持管理に向けた機能
診断及び補修・補強評価技術の開発

＜主な研究内容＞

【期待される効果】
約6.4万箇所の防災重点ため池の防災対策等に適用。

◆ため池の貯水機能と
防災機能を迅速に評
価する診断技術を開
発。

◆地震や豪雨に対する・
ため池の適切な補修・
補強工法評価技術を
開発。

多くのため池は堤体の
状況が不明で防災対
策に支障。

＜生産現場の課題＞

堤体の陥没

②さとうきびの多回株出機械化一貫体系及
び省力製糖技術の確立

＜主な研究内容＞

【期待される効果】
株出栽培の単収を維持・向上(4.9t/10a)、時間外労
働を働き方改革に対応する複数月80時間以内に縮減。

◆さとうきびに類似の生態
をもつイネ科強害雑草
の耕種的防除等多回
株出に応じた栽培手
法を開発。

◆さとうきび糖汁の品質
劣化を防ぎ、少人数で
も製糖可能となる濃
縮・保管技術の開発。

イネ科強害雑草の防除
や製糖工場の人材確
保が困難。

＜生産現場の課題＞

中耕・培土作業

③畜産生産の現場に濃厚飼料を
安定・低コストに供給できるシステムの開発

＜主な研究内容＞

【期待される効果】
配送に係る労働負担を30％削減するとともに、
災害による輸送障害被害ゼロを達成。

◆濃厚飼料の貯蔵タン
ク内の残量を自動で
把握して発注するな
ど、効率的に飼料を
供給する技術を開発。

◆国産濃厚飼料生産に
おいて、高品質で長期
に貯蔵できる技術を開
発。

運転手不足や気象災
害の頻発で、新鮮な濃
厚飼料の配送・供給が
維持できない恐れ。

＜生産現場の課題＞

濃厚飼料の配送作業

⑤AI等の活用による利水と治水に対応した
農業水利施設の遠隔監視・自動制御
システムの開発

＜主な研究内容＞

【期待される効果】
管理作業中の事故発生リスクをゼロにするともに、洪水
氾濫リスクおよび管理コストの低減を実現。

◆利水・治水に対応し、
地区内農業水利施
設の最適制御を行う
AI等を活用したシス
テムを開発。

◆システム駆動に必要
な地区内施設の遠
隔監視デバイス等の
低コストハードウェア
を開発。

農業水利施設の管理
者減少により安全に管
理していくことが困難。

＜生産現場の課題＞

農家人口の
減少・高齢化

38

42

46

350

400

450

500

H27 H28 H29 H30 H31

（万人） （％）

■ ： 農家人口
― ： 農家人口に占める65歳

以上の割合
0

2

4

6

8

10

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

（人）

管理中の水路
転落事故

９



【参考】 革新的環境研究（新規プロジェクト）及びアグリバイオ研究（新規プロジェクト）

革新的環境研究のうち、
脱炭素型農業実現のためのパイロット研究
プロジェクト

◆ 温室効果ガスの削減等によるカーボンニュートラルの
達成に向けて、脱炭素化の取組の加速が必要。

◆ パイロット地区を設定、地域の特性に応じた最適な
気候変動緩和等の技術を開発。

研究の到達目標

◆ 最適化された気候変動緩和等の技術を５種以上
開発。

◆ 脱炭素型の農業を展開する拠点地域を１か所以
上構築。

目的・内容

期待される効果

◆ 温室効果ガス（GHG）排出削減目標の達成に
貢献。

GHG削減と生産性の向上等
を両立する技術

革新的環境研究のうち、
炭素貯留能力に優れた造林樹種の効率的
育種プロジェクト

◆ 森林のCO2吸収を促進するには、炭素貯留能力の
高い品種への転換が必要。

◆ 林木の育種期間を大幅に短縮するゲノム情報に基
づく育種技術等を開発。

研究の到達目標

◆ 炭素貯留能力に優れた系統を３系統以上作出。

期待される効果

◆ 高齢級化した我が国の人工林の更新を促し、CO2

の吸収と貯留を促進。
◆ 森林資源の循環利用を推進し、林業・木材産業の

成長産業化に貢献。

ゲノム情報

表現型情報

紐付け

ゲノム編集
技術の開発

地域に適した造
林樹種を開発

林木育種データ
の整備

CO2

CH4

N2O
両立

研究者

農業者 自治体等

関係者の連携により、
地域の特性に応じた
最適な技術を開発

アグリバイオ研究のうち、
健康寿命延伸に向けた食品・食生活実現
プロジェクト

◆ 新型コロナウイルス感染症の流行拡大から、免疫機
能や健康に良い食への関心が高まっている。

◆ 免疫機能等に効果が期待される日本の農産物等
についてエビデンスの取得等を行う。

研究の到達目標

◆ 日本の農産物等の免疫機能等への効果に関する
エビデンス(機能性表示食品制度の機能性の科学
的根拠に相当するレベル)の取得等を3点以上。

期待される効果

◆ 新たな価値を付与した農産物又は食品の開発によ
る農産物等の需要拡大

◆ 健康寿命の延伸

機能性が期待される
農産物等

エビデンスの取得 (ヒト介入試験など)

食生活の
適正化

目的・内容 目的・内容

10



【令和３年度予算額 4,151（4,094）百万円】

＜対策のポイント＞
農林水産・食品分野におけるオープンイノベーションを促進するため、農林水産省が開設した『「知」の集積と活用の場』において、様々な分野の多様な知識・

技術等の連携を図ります。

＜事業目標＞
○ 基礎研究ステージ及び応用研究ステージにおける実施課題の70％以上において、革新的な技術成果や実用化につながる技術成果を創出
○ 開発研究ステージにおける実施課題（海外で実証試験を実施するものを除く）の80％以上において、商品化・事業化が有望な研究成果を創出
○ 開発研究ステージにおける海外での実証試験を実施する課題のうち、60%以上において海外での普及性、発展可能性のあるモデル事例を創出

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．イノベーション創出強化研究推進事業（提案公募型研究事業）
『「知」の集積と活用の場』からの提案など、異分野のアイデア・技術等を農林水

産分野に導入し、革新的な技術・商品・サービスを生み出す研究を支援します。
更に、海外市場のニーズに対応する実証試験を実施した上で、海外展開のモデル
事例の構築を支援します。

※ 「知」の集積と活用の場の研究開発プラットフォームからの提案には優遇措置あり

２．スタートアップへの総合的支援
新たな日本版ＳＢＩＲ制度を活用し、サービス事業体の創出や新たな技術開

発・事業化を担うスタートアップを切れ目なく支援します。また、若手研究者等によ
る「創発的研究」の取組を支援します。

３．「知」の集積による産学連携推進事業
『「知」の集積と活用の場』における協議会の運営、研究開発プラットフォームから生

み出された研究成果を海外へ展開するためのセミナー等の開催、バイオエコノミーを
推進するプロデューサー人材への支援等、イノベーションの創出に向けた取組を支
援します。

＜事業の流れ＞

国

民間団体等

生物系特定産業技術
研究支援センター

民間団体等

交付（定額） 委託

委託

（１、２の事業）

（３の事業）

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究推進課（03-3502-5530）

「知」の集積と活用の場
農林水産・食品分野に様々な分野のアイデア・技術等を導入した

産学官連携研究を促進するオープンイノベーションの場

イノベーション創出に向けた
研究開発の推進

研究開発プラットフォーム

研究コンソーシアム

多様な主体の「知」の集積と活用の場から、イノベーションを創造します。

産学官連携
協議会

農林水産・
食品産業を
成長産業へ。

新たな商品化・
事業化を通じて

生命科学

医学

情報工学

流通工学

機械工学

化学

物理学

社会科学 多様な会員が集まり
交流や意見交換を

実施

プロデューサーを中心とし、
新産業創出のための
研究戦略等を策定

「知」の集積と活用の場づくりの推進

商品化・事業化につながる
革新的な研究開発を実施

スタートアップによる
新たなビジネスの創出

「知」の集積による産学連携推進事業
イノベーション創出

強化研究推進事業
スタートアップへの

総合的支援

（２）「知」の集積と活用の場によるイノベーションの創出
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【令和３年度予算額 300（ー）百万円】

＜対策のポイント＞
農林水産・食品分野において新たなビジネスを創出するため、新たな日本版ＳＢＩＲ制度※（令和３年４月施行）を活用し、サービス事業体の創出や

新たな技術開発・事業化を目指すスタートアップを支援します。あわせて、スタートアップの発想段階で、若手研究者等が持続可能な食料供給につながる破
壊的なイノベーションを創出する「創発的研究」を支援します。

＜事業目標＞
事業化段階の終了課題のうち50％以上において、事業化が有望な研究成果を創出［令和７年度まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

新たな日本版ＳＢＩＲ制度（令和３年４月施行）を活用し、これまで推進してき
た産学官連携の枠組みと連携しながら、新たな技術開発・事業化を担うスタートアッ
プを３つのフェーズに分けて支援します。
また、スタートアップの前段階となる「創発的研究」の取組を支援します。

１．「創発的研究」による事業シーズ創出
若手研究者等が多様な分野の融合による破壊的なイノベーションを起こし、新たな
ビジネスのシーズを創出する取組を支援します。

（上限10百万円/件）

２．スタートアップが行う研究開発等の支援
スマート農業技術を活用したサービス事業体の創出やフードテック等の分野で起業

を目指すスタートアップが行う、実行可能性調査から試作品の作成、社会実証など
の取組を、切れ目なく支援します。

（上限30百万円/件 等）

３．プログラムマネージャー等による伴走支援
ベンチャーキャピタル（ＶＣ）等が行う、スタートアップの掘り起こしや国内外の事

業会社等とのマッチングなどの伴走支援の取組を支援します。

＜事業の流れ＞

国 生物系特定産業技術
研究支援センター

民間団体等

委託交付（定額）

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究推進課（03-3502-5530）

※ 中小企業技術革新制度（Small Business Innovation Research）の略。
中小企業者による研究技術開発とその成果の事業化を一貫して支援する制度。

フェーズ１

（構想段階）

フェーズ２

（実用化段階）

フェーズ３

（事業化段階）

フェーズ０

（発想段階）

【研究開発等】

創発的研究
による事業
シーズ創出

実行可能性
調査や概念
実証

試作品の作
成・試験等

社会実証等

※海外展示会等の出展についても支援

【プログラムマネージャー等による伴走支援】

○ ピッチコンテスト等の開催
○ 研修等の実施
○ チーム組成支援 等

経営人材との
マッチング等

国内外のVC
や事業会社と
のマッチング等

全ての段階で「スタートアップ・エコシステム拠点都市」※の取組と連携

※ スタートアップ・エコシステム拠点都市
「スタートアップ・エコシステム拠点形成戦略」（令和元年６月）に基づき選定された拠点都市。
現在、４つのグローバル拠点都市と４つの推進拠点都市が選定。

（２）「知」の集積と活用の場によるイノベーションの創出のうち

スタートアップへの総合的支援
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４ 復興特会
農林水産分野の先端技術展開事業 【令和３年度予算額 674（－）百万円】

＜対策のポイント＞
福島イノベーション・コースト構想に基づき、ICTやロボット技術などを活用して農林水産分野の先端技術の開発を行うとともに、状況変化等に起因して新たに
現場が直面している課題の解消に資する現地実証や社会実装に向けた取組を推進します。

＜政策目標＞
先端技術を用いた被災地の農林水産業の復興・創生

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究推進課（03-6744-7043）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．先端技術の開発

被災地の農林水産業の復興を強力に推進するため、ICTやロボット技術などを

活用した農林水産分野の先端技術を開発します。

２．先端技術の現地実証

特定復興再生拠点区域をはじめとした被災地域内に設けた現地実証地区におい

て、新たな状況変化に起因する技術的課題を解決するための先端技術の現地

実証を実施します。

３．研究成果の社会実装促進

実用化された技術体系の速やかな社会実装を図るため、被災地域内に設けた社

会実装拠点を核として、得られた研究成果の情報発信、技術研修、現場指導

等を行います。

国 民間団体等
委託

＜事業の流れ＞
先端技術を用いた被災地の

農林水産業の復興・創生を実現！

現地実証の実施

福島県・
公設試験場

国立研究開発法人・
大学・民間企業

生産者

技術シーズの実用化

被災地域に適した
技術の調整・改善

○先端技術の現地実証

＜これまでの実証成果の事例＞

○先端技術の開発
＜技術例＞➢ 水路管理のため

土砂上げを行う
ロボットの開発

➢ ドローンやAIによる
避難区域等の森
林資源利用シス
テムの開発

○研究成果の社会実装促進

➢ 特定復興再生拠点区域の円滑な営農
再開に向けた地力回復、放射性物質対
策等の技術実証

＜現地実証のテーマ例＞

➢ 試験操業や出荷制限の解除に向けた
漁場予測情報配信等のスマート水産業
システム開発と経営モデルの実証

➢ ナシのジョイントＶ字樹形による
早期成園化・省力化技術

➢ 肉用牛のエコー画像
と枝肉画像のAI解析
により生育途中で肉
質を推定する技術
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12．コロナ社会に対応した農林水産政策の強化

② 「みどりの食料システム戦略」の策定・実践による農林水産政策の新展開

・ 2050年カーボンニュートラルの実現や、環境保全等の国際的なルール
メイキングへの積極的関与も含めた「みどりの食料システム戦略」を策
定することとし、以下をはじめとする食料・農林水産業の生産力向上と
持続性の両立を図るための新たな農林水産政策の展開を同戦略において
検討

ア サプライチェーン全体を持続可能なものとするため、生産現場の労

力軽減や農薬・肥料及び化石燃料の抑制等をスマート農林水産業等を通
じて実現するなど、調達・生産・流通加工・消費の各段階の取組を促進
し、輸入資源・化石燃料からの脱却、地域の産業基盤の構築を実現

イ 農山漁村における脱炭素を促進する観点から、再生可能エネルギー
の地産地消の取組を重点的に支援

ウ 「みどりの食料システム戦略」及びそれに基づく取組を我が国発の
持続的な食料システムのモデルとして、2021年９月に開催予定の国連食
料システムサミット等において積極的に発信

③ 農山漁村における多様な人材や主体を活用したイノベーションの推進

・ 農林水産業支援サービス事業の育成、食品分野の新技術を活用した取
組、新技術の現場実装等を以下の施策により多角的に支援

ア スマート農林水産業、農林水産業支援サービス事業、フードテック等

の取組を展開する上で必要となる投資を促進するための法制度を整備

イ 中小企業・小規模事業者向けの特別貸付制度を拡充し、融資面から
農林水産業支援サービス事業体の育成を支援

ウ 新たな日本版ＳＢＩＲ制度（中小企業技術革新制度）を活用し、農
業サービス事業体の創出やフードテック等の新たな技術の事業化を目
指すスタートアップが行う研究開発等を切れ目なく支援

エ 農業支援サービス事業の立ち上げ当初のビジネス確立等を支援

Ⅴ 具体的施策

２．６次産業化等の推進

② スマート農業の推進

・ ロボット、ＡＩ、ＩｏＴ、ドローン、センシング技術な
どの先端技術の研究開発、技術実証、速やかな現場への普
及までを総合的に推進

・ 農業用ドローンの利活用拡大に向け、利用時における補
助者配置の義務等の緩和、ドローンで散布可能な農薬種類
の拡大、農薬散布等のための飛行許可・承認に関する取扱
いの見直しを行うほか、民間における技術革新やニーズを
くみ取るための官民協議会を設置するとともに、ドローン
の普及を総合的に推進するための計画を策定

・ 「農業データ連携基盤」を2019年４月から本格稼働させ
るとともに、幅広い主体の参画を進め、データの連携・共
有・提供の範囲を、生産から加工、流通、消費に至るバ
リューチェーン全体に拡大

・ 2025年までに農業の担い手のほぼ全てがデータを活用し
た農業を実践するため、上記を含め、必要な取組やその進
め方等を定めた「農業新技術の現場実装推進プログラム」
を策定

（中略）

・ スマート農業の実証の着実な実施や成果の普及、新たな
農業支援サービスの育成・普及、実践環境の整備、海外へ
の展開など、施策の方向性を示した「スマート農業推進総
合パッケージ」（令和２年10月公表）を踏まえ、スマート
農業の加速化を推進

農林水産業・地域の活力創造プラン（令和２年12月15日改定）（抜粋） 【参考１】

14



①プラットフォームの創設と育成プログラムの策定

②農業支援サービスの調査・分析、マッチング

③農業支援サービスへの支援強化
野菜・果樹用
作業ロボット

スマート農業新サービス創出プラットフォーム

①スマート農業実証プロジェクト

②戦略的な研究開発の推進

③横展開に向けた体制強化

・棚田・中山間地域、離島や農業高校との連携
を含め、148地区で実証中

・2019年度採択69地区の１年目の成果として、
作物別にコスト、メリットを分析・発信

・農機のシェアリング等の実証に取り組むとともに、
輸出重点品目の生産拡大等に資する実証を推
進

・中山間地域や野菜・果樹向けの作業ロ
ボット、有機農業など空白領域への対応

・ほ場間移動可能な遠隔監視トラクターな
ど更なる自動化技術の推進

・セキュリティを確保した農業用ハイスペック
ドローン及び、その利用技術を開発

・普及指導センターによる農業者からの相談対応、産地の戦略づくりを

支援

・農業者によるスマート農業用機械等の導入支援の優先枠の設定

スマート技術の費用対効果を明らかにし、中山間地域を含む
様々な地域・品目での横展開を推進

導入コストを低減し、誰もがスマート技術を利活用できるよう、
新たな農業支援サービスを育成・普及

・「スマート農業新サービス創出」プラット
フォームにおいて、情報発信やマッチングの
機会を提供

・農業支援サービスのビジネスモデルの育成
方針と方策を示す「スマート農業支援サー
ビス育成プログラム」を策定

・事例調査を通じた農業現場と
のマッチング推進

・事業者が発信するサービスに関
する情報を共通化するガイドラ
インを2020年中に策定

１．スマート農業の実証・分析、普及 ２．新たな農業支援サービスの育成・普及

・農業支援サービスを行う事業者の育成に向けた新たな支援メニュー検討

➢ 商工連携の枠組みを活用した政策金融の充実

➢ 農業支援サービスの育成に必要な新規事業立ち上げ当初のビジネス確立や
農業用機械の導入等の支援

➢ 新たな日本版SBIR制度を活用したイノベーションや実装化を担うスタートアッ
プへの総合的支援の枠組の創設

アスパラガスの収穫量に応じた
自動収穫ロボットサービス

中山間地域でも有用な
ドローン散布の作業代行

有機栽培に対応する
小型除草ロボット

加工・業務用野菜の生産拡大
に取り組むジェイエイフーズみやざき

（宮崎県西都市）

さとうきびの収量確保・品質向上
に取り組むアグリサポート南大東（株）

（沖縄県南大東村）

○ 様々な課題の解決とスマート農業の加速化に向けて「スマート農業推進総合パッケージ」を策定。

スマート農業推進総合パッケージ 概要①（令和２年10月１日策定、令和３年２月18日改訂）
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共通カリキュラムの作成・提供

官⺠挙げた海外展開
の取組推進

③技術進展に応じた制度的対応

○スマート農業教育の充実 等

○国際的なアウトリーチ活動の強化 等

・ほ場内での遠隔監視によるロボット農機の自動走行や小型ロボット農機
にも対応するよう「安全性確保ガイドライン」を見直し

・全国の農業大学校生、農業高校生、農業者等を対象としたスマート農
業の担い手育成のための教育コンテンツの作成・提供等

・スマート農業実証プロジェクトと連携し、農業大学校生、農業高校生等
が先端技術を体験する現場実習等の機会を提供

・スマート農業の海外展開に向けた調査や研究開発の支援、情報発信
の強化

・ASEANをメインターゲットとした技術導入に向けた取組の推進

データ活用や農地整備などソフト・ハード両面から環境を整備 スマート農業技術を有する人材育成や若者の関心を醸成

知的財産の保護に留意しつつ、スマート農業技術の海外展
開を戦略的に推進

３．実践環境の整備 ４．学習機会の提供

５．海外への展開

・農業データ連携基盤におけるデータの充実や農機から得られるデータ
のシステム間の連携促進

・「農業分野におけるAI・データに関する契約ガイドライン」の普及による
データの利活用促進

・生産から加工・流通・消費に至るまでのスマートフードチェーンの構築

①農業データの活用促進

安全性確保
ガイドライン

対応機種を拡大

通信

ほ場内での遠隔監視 小型ロボット農機

・自動走行に適した農地の大区画化や衛星測位データを補正する基地局の整備、傾斜
地の多い中山間地域での勾配修正などスマート農業に対応した農業農村整備を展開

・農業農村インフラの管理の省力化・高度化を図る中で、 地域活性化やスマート農業の
実装を促進するための情報通信環境の整備にも寄与

②スマート農業に適した農業農村整備

スマート農業に適したほ場形状

傾斜：○度
進入退出口：○○材

無線草刈機の運用に対応した傾斜 情報通信環境の整備

無線基地局 自動給水栓

現場実習等の機会の提供

スマート農業推進総合パッケージ（続き） 概要②（令和２年10月１日策定、令和３年２月18日改訂）
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現状と今後の課題

令和３年３月
農林水産省

みどりの食料システム戦略 中間取りまとめ 概要
～食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現～

戦略的な取組方向

持続可能な食料システムの構築に向け、「みどりの食料システム戦略」を
策定し、中長期的な観点から、生産から消費までの各段階の取組と
カーボンニュートラル等の環境負荷軽減のイノベーションを推進

（令和３年３月に中間取りまとめ、５月までに戦略を策定）

目指す姿と取組方向

2040年までに革新的な技術・生産体系を順次開発（技術開発目標）
2050年までに革新的な技術・生産体系の開発を踏まえ、
今後、「政策手法のグリーン化」を推進し、その社会実装を実現（社会実装目標）
※政策手法のグリーン化：2030年までに施策の支援対象を持続可能な食料・農林水産業を行う者に集中。

2040年までに技術開発の状況を踏まえつつ、補助事業についてカーボンニュートラルに対応することを目指す。
補助金拡充、環境負荷軽減メニューの充実とセットでクロスコンプライアンス要件を充実。

※ 革新的技術・生産体系の社会実装や、持続可能な取組を後押しする観点から、その時点において必要な規制を見直し。
地産地消型エネルギーシステムの構築に向けて必要な規制を見直し。

持続的な産業基盤
・輸入から国内生産への転換（肥料・飼料・原料調達）

・国産品の評価向上による輸出拡大
・新技術を活かした生産者のすそ野の拡大

期待される効果

農林水産業や地域の将来も
見据えた持続可能な

食料システムの構築が急務

Measures for achievement of Decarbonization and Resilience with Innovation (MeaDRI)

経済 社会 環境

アジアモンスーン地域の持続的な食料システムのモデルとして打ち出し、国際ルールメーキングに参画（国連食料システムサミット（2021年9月）など）

➢ 農林水産業のCO2ゼロエミッション化の実現
➢ 低リスク農薬への転換、総合的な病害虫管理体系の確立・普及

に加え、ネオニコチノイド系を含む従来の殺虫剤に代わる新規農薬
等の開発により化学農薬の使用量（リスク換算）を50％低減

➢ 輸入原料や化石燃料を原料とした化学肥料の使用量を30％低減
➢ 耕地面積に占める有機農業の取組面積の割合を25％(100万ha)に拡大
➢ 2030年までに食品製造業の労働生産性を最低３割向上
➢ 2030年までに食品企業における持続可能性に配慮した
輸入原材料調達の実現を目指す

➢ エリートツリー等を林業用苗木の9割以上に拡大
➢ ニホンウナギ、クロマグロ等の養殖において人工種苗比率100%を実現

○生産者の減少・高齢化、
地域コミュニティの衰退

○温暖化、大規模自然災害

○コロナを契機としたサプライ
チェーン混乱、内食拡大

○SDGsや環境への対応強化

○国際ルールメーキングへの参画

「Farm to Fork戦略」 (20.5) 
2030年までに化学農薬の使
用及びリスクを50%減、有機
農業を25%に拡大

「農業イノベーションアジェンダ」
(20.2)
2050年までに農業生産量
40％増加と環境フットプリント
半減

国⺠の豊かな食生活
地域の雇用・所得増大

・生産者・消費者が連携した健康的な日本型食生活
・地域資源を活かした、多様な人々が関わる持続的な
循環社会

将来にわたり安心して
暮らせる地球環境の継承

・環境と調和した食料・農林水産業
・化石燃料からの切替によるカーボンニュートラルへの貢献
・化学農薬・化学肥料の抑制によるコスト低減

2050年までに目指す姿

2030年

取

組
・
技

術

2020年 2040年 2050年

ゼロエミッション
持続的発展

革新的技術・生産体系の
速やかな社会実装

革新的技術・生産体系
を順次開発

開発されつつある
技術の社会実装
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スマート農業等に係る用語集

用 語 意 味

AI（Artificial Intelligence、人工知能） コンピュータを使って、学習･推論・判断など人間の知能の働きを人工的に実現するための技術。

GNSS（Global Navigation Satellite System、
衛星測位システム）

人工衛星を使い、世界のどこにいても現在位置を正確に割り出すことができる測位システムのこ
と。

ICT（Information and Communication 
Technology、情報通信技術）

情報や通信に関する技術の総称。

IoT（Internet of Things、モノのインターネット）
あらゆるモノがインターネットにつながり、情報のやり取りをすることで、モノのデータ化やそれに基づく自
動化等が進展し、新たな付加価値を生み出すというコンセプトを表した語。

クラウドシステム
インターネットなどのネットワーク上にあるサーバの中にソフトウェアやデータが存在し、利用者は必要
に応じてネットワークを通じてアクセスし、それらを利用する仕組み。

準天頂衛星
日本で常に天頂付近に１機以上の測位衛星が位置し、複数の軌道面にそれぞれ配置された測
位衛星を組合せて位置を測定する衛星及びそのシステム。全国をほぼ100%カバーする高精度の
衛星測位サービスの提供が可能である（このシステムを「みちびき」、「QZSS」と呼ぶこともある。）。

農業データ連携基盤（WAGRI)
①民間企業等が提供する様々なシステム間の連携、②データの共有、③データの提供といった機
能を有する、農業ICTの推進を図るためのデータプラットフォーム。

ビッグデータ
ボリュームが膨大でかつ構造が複雑であるが、そのデータ間の関係性などを分析することで新たな価
値を生み出す可能性のあるデータ群のこと。

フードテック
将来の食糧危機や気候変動、労働力不足などの社会課題の解決に向け、ロボティクス、デジタ
ル・AI,バイオなど食に関する最先端技術のこと。

リモートセンシング
対象物に触れることなく、物体が反射・放射する電磁波を遠隔（remote）から計測
（sensing）することにより、物体の形状や性質などを識別する技術。

ロボット農機
センサー、知能・制御系及び駆動系を組み合わせたシステム（ロボット技術）を組み込んで自動
的に走行又は作業を行う車両系の農業機械（ロボットトラクタ等）。

【参考４】

18





担当
農林水産技術会議事務局研究調整課

阿部、児島、竹内、下條
（０３－３５０２－７３９９）


